
滋賀県野洲市
平成31年３月

いのち支える野洲市自殺対策計画

～ 誰も自殺に追い込まれることのない野洲市をめざして ～



は じ め に

　平成18年に自殺対策基本法が制定され、自殺対策が進められました。我が国の自殺者数は年々

減少傾向にありますが、景況が改善されたなかでも、依然年間２万人を超える異常な状況が続い

ています。平成28年に自殺対策基本法が改正され、全ての自治体に対し自殺対策計画の策定が

定められました。

　野洲市ではこれまで、ほほえみやす21健康プランに基づき、市民の心の健康づくりの取組を

推進するとともに、自殺対策として相談、啓発、未遂者支援等、様々な事業を実施してまいりま

した。また、自殺、生活困窮、人権侵害など、市民生活に関する深刻な問題に対し、総合的に支

援するしくみを創設し積極的できめ細かな施策の推進を図ってきました。さらに、「野洲市くら

し支えあい条例」を制定し、市民一人ひとりがともに支えあい伸びやかに安心してくらせるまち

の実現をめざしてきました。

　このたび、さらに自殺対策を総合的かつ効果的に推進するため、「いのち支える野洲市自殺対

策計画  ～誰も自殺に追い込まれることのない野洲市をめざして～」を策定いたしました。

　自殺の多くは追い込まれた末の死であり、社会的な問題であるという認識のもと、市民、各関

係団体、市職員が総動員し、全市的な取組として自殺対策を推進し、『誰も自殺に追い込まれる

ことのない「人と人が支えあう安心なまち」の実現』をめざしてまいります。

　自殺対策は「生きることの包括的な支援」であり、それは健全な地域づくりそのものです。市

民の皆さまには「多くの自殺は防ぐことができる」という認識のもと、自殺対策に対する関心と

理解をより一層深めていただき、ご協力いただきますようお願いいたします。

　最後に、本計画の策定にあたり、多大なご尽力をいただきました野洲市自殺対策計画策定委員

会の皆さまをはじめ、様々な機会を通して貴重なご意見をいただきました皆さまに心からお礼を

申し上げます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  平成 31 年 3 月　　

野洲市長　山仲　善彰
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第１章

計画策定の趣旨等

１  計画策定の趣旨
我が国の自殺者数は平成 10 年に急増し、３万人を超え、その後も３万人前後の高い水準

で推移してきたことから、自殺は深刻な社会問題となりました。そこで、平成 18 年に自殺

対策基本法（平成 18 年法律第 85 号）が制定され、さらに平成 19 年６月には、政府が推進

すべき自殺対策の指針として自殺総合対策大綱を策定し、政府の取組のみならず、地方公共

団体、関係機関・団体、民間団体等による様々な取組を総合的に推進してきました。その結果、

「個人の問題」とされてきた自殺が、「社会の問題」として広く認識されるようになり、自殺

者数の年次推移は減少傾向にあるなど、着実に成果を上げています。

しかし、それでも自殺者数は毎年２万人を超え、自殺死亡率（人口 10 万人当たりの自殺

による死亡率）も主要先進７カ国の中で最も高い状況がいまだに続いています。

自殺対策の一層の推進を図るため、平成 28 年に自殺対策基本法が改正され、自殺対策が

生きることの包括的な支援として実施されるべきこと等が基本理念に明記されるとともに、

都道府県自殺対策計画及び市町村自殺対策計画の策定が定められました。

自殺者の減少には、誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現をめざし、社会全体で

「生きることの阻害要因（自殺のリスク要因）」を減らし、「生きることの促進要因（自殺に対

する保護要因）」を増やすことを通じて、総合的に推進することが重要です。

野洲市では、平成 20 年度に「野洲市ほほえみやす 21 健康プラン」を策定し、その中で心

の健康づくりとして、様々な事業や健康を考える会でテーマに取り上げるなどの取組を進め

ています。また、平成 21 年度から「心といのちの相談」の専用電話を設置し、自殺リスク

者への相談支援や、ゲートキーパー研修などの支援者の養成も行い、自殺対策を推進してき

ました。さらに、平成 23 年度より「野洲市市民生活総合支援推進委員会」を設置し、社会

問題化している自殺、生活困窮、人権侵害などの市民生活に関する深刻な問題に対し、関係

課などが連携し、協議を進め、これらの問題を解決するための積極的な施策の推進及び生活

再建の支援を図っています。平成 28 年度には「野洲市くらし支えあい条例」を制定し、複

合化・複雑化する相談に対し包括的一体的な解決をめざし、地域社会の総合力を効果的に発

揮できる仕組みを発展させてきました。

これらの背景を踏まえ、野洲市では「人と人が支えあう安心なまち」をめざし、「生きる支援」

に関連する事業を市民・各関係団体・市職員が総動員して、全市的な取組として自殺対策を

推進するため、この度「いのち支える野洲市自殺対策計画」を策定しました。本計画の実行

を通して、「誰も自殺に追い込まれることがない野洲市」の実現をめざします。
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いのち支える
野洲市自殺対策

計画

主な関連計画
ほほえみやす21健康プラン(第２次)

野洲市国民健康保険保健事業実施計画

野洲市食育推進計画(第２次)

野洲市子ども・子育て支援事業計画

野洲市高齢者福祉計画・介護保険事業計画(第７期)

野洲市障がい者基本計画

国   自殺総合対策大綱

滋賀県   滋賀県自殺対策計画

野洲市総合計画

野洲市地域福祉計画（第2期）

２  計画の期間
本計画の期間は、自殺総合対策大綱がおおむね５年を目処に見直しが行われることを踏ま

え、平成31年度（2019年度）を初年度とし、平成35年度（2023年度）までの５年間とします。

なお、本計画は、自殺対策基本法又は自殺総合対策大綱が見直された場合や、社会経済情

勢の変化、自殺をめぐる諸情勢の変化、施策の推進状況や目標達成状況等を踏まえ、必要な

見直しを行います。

３　計画の位置づけ
本計画は、自殺対策基本法第 13 条第２項に基づく市町村計画として策定するものです。

国が策定した「自殺対策大綱」、及び滋賀県が平成 29 年度に策定した「滋賀県自殺対策計画」

を踏まえた具体的な地方計画として位置づけます。

また、野洲市総合計画のもとに策定された第２期野洲市地域福祉計画を上位計画とし、「誰

も自殺に追い込まれることのない野洲市」をめざして基本的事項を示し、推進に必要な方策

を明らかにするものです。同時に、自殺予防に関連する既存の各種計画と整合性を図るもの

とします。

【各計画との関連体系】
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いのち支える
野洲市自殺対策

計画

主な関連計画
ほほえみやす21健康プラン(第２次)

野洲市国民健康保険保健事業実施計画

野洲市食育推進計画(第２次)

野洲市子ども・子育て支援事業計画

野洲市高齢者福祉計画・介護保険事業計画(第７期)

野洲市障がい者基本計画

国   自殺総合対策大綱

滋賀県   滋賀県自殺対策計画

野洲市総合計画

野洲市地域福祉計画（第2期）

４  計画の数値目標
自殺対策基本法で示されているように、自殺対策を通じて最終的にめざすのは「誰も自殺

に追い込まれることのない社会」の実現です。その実現に向けて、対策を進めるうえでの具

体的な数値目標等を定めるとともに、それらの取組がどのような効果をあげているか検証を

行う必要があります。国は平成29年７月に閣議決定した「自殺総合対策大綱」の改正において、

10 年後の平成 38 年（2026 年）までに人口 10 万人当たりの自殺者数（以下「自殺死亡率」

という。）を平成 27 年と比べて 30％以上減少させることを、自殺対策の目標として定めて

います。

こうした国の方針を踏まえながら、野洲市の自殺対策計画のめざすべき目標値としては、

平成 25 年～ 29 年の平均自殺死亡率 15.7（年間平均自殺者数８人）を、平成 35 年（2023 年）

までの５年間で15％減少（10年間で30％減少目標の概ね半分）した「７人以下」をめざします。

【自殺対策を通して達成すべき当面の目標値】

現状値
平成25～29年
（５ヵ年平均）

目標値
平成31～35年（2019～2023年）

( ５ヵ年平均 )

自殺死亡率※
（人口10万対）

15.7 13.3 以下

年間平均自殺者数 ８人 ７人以下

※自殺死亡率とは、人口 10 万人当たりの自殺者数

※自殺者数及び自殺死亡率算出の元となる統計は、警察庁「自殺統計」( 自殺日・住居地 ) により算出

５　数値目標を達成するための評価指標
野洲市では、自殺対策とは「生きることの包括的な支援」であるとの基本方針（内容につ

いては 27 ～ 28 ページに内容を記載）から、 既存事業を最大限に活かして、「生きる支援」

に関連している事業に自殺対策の視点を加えた施策を本計画へ盛り込んでいます。個々の事

業の実施が自殺の減少という「結果」となってすぐに現れるわけではないため、事業として

適正であったかどうか、「自殺対策の取組」において掲げる「基本施策・重点施策」ごとに評

価の指標を設け、評価・検証します。
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６ 策定体制
既存の「野洲市市民生活総合支援推進委員会（自殺防止対策連絡部会）」（事務局　市民生

活相談課、部会主管課は健康推進課）及び「自殺対策関係課会議」（事務局　健康推進課）と、

新たに設置し、市民、関係機関、行政によって構成する「野洲市自殺対策計画策定委員会」（事

務局　主：健康推進課、副：市民生活相談課）が連携し、自殺の実態や課題の認識と地域の

社会資源等の情報について共有し、自殺対策に関する意見交換等を行いながら野洲市自殺対

策計画を策定します。

（「野洲市自殺対策計画策定体制」は５ページに記載）

７　計画の評価
本計画で目標を達成するためには、市民、関係機関などの理解と協力を得ながら着実に各

施策の推進を図ることが重要です。施策の実施に当たっては、できるだけ数値化した指標を

用いて計画の進捗状況が目に見えるように工夫します。毎年、野洲市市民生活総合支援推進

委員会（自殺防止対策連絡部会）にて取組状況について協議し計画を推進していきます。

また、平成 33 年度（2021 年度）は、中間評価を野洲市市民生活総合支援推進委員会（自

殺防止対策連絡部会）と学識経験者等とともに行い、平成 35 年度（2023 年度）には、次期

施策の推進に反映させるための総合的な評価を行います。
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意見 報告

＜野洲市自殺対策計画策定体制＞

野洲市市民生活総合支援推進委員会

（自殺防止対策連絡部会）　

事務局：市民部市民生活相談課

＊自殺防止対策連絡部会の運営は

　健康福祉部健康推進課が主管

委員：31課（室）の市職員

政策調整部
（企画調整課）

総務部
（人事課・総務課・人権施策推進課・人権センター･

市民交流センター・税務課・納税推進課）

市民部
（危機管理課・協働推進課・市民生活相談課）

健康福祉部
（社会福祉課･障がい者自立支援課・障がい者自立

支援課地域生活支援室・発達支援センター・子育

て家庭支援課・子育て家庭支援課家庭児童相談室・

こども課･子育て支援センター・高齢福祉課･地域

包括支援センター・健康推進課・保険年金課）

都市建設部
（住宅課）

環境経済部
（環境課・商工観光課）

みず事業所
（上下水道課）

教育委員会事務局
（教育総務課･学校教育課・ふれあい教育相談セン

ター･生涯学習スポーツ課）

野洲市自殺対策計画策定委員会　

委員（20名以内）

・学識経験者　１名
・守山野洲医師会　１名
・市内精神科病院（湖南病院）１名
・守山野洲薬剤師会　１名
・滋賀弁護士会　１名
・守山警察署　１名
・湖南広域消防局東消防署　１名
・野洲市教育委員会校長会　１名　
・守山野洲地区労働者福祉協議会　１名
・野洲市精神障がい者患者家族会　１名
・滋賀県断酒連絡会野洲断酒会　1名
・野洲市民生委員児童委員協議会　１名
・野洲市社会福祉協議会　１名
・草津保健所　１名
・公募委員　１名

【事務局】
主：健康福祉部健康推進課
　　（野洲市市民生活総合支援推進委員会
　　自殺防止対策連絡部会主管課）
副：市民部市民生活相談課
　　（野洲市市民生活総合支援推進委員会事務局）
＜必要時＞自殺対策計画関係課
オブザーバー：滋賀県精神保健福祉センター
　　　　　　　（滋賀県自殺対策推進センター）

自殺対策関係課会議
【野洲市市民生活総合支援推進委員会
（自殺防止対策連絡部会）の中で自殺対
策に関係が深いと考えられる関係課】
○健康推進課＜事務局＞
○自殺防止対策連絡部会関係課（随時）
・人権施策推進課　・市民生活相談課
・社会福祉課　　　・障がい者自立支援課
・地域生活支援室　・発達支援センター
・こども課　　　　・子育て家庭支援課
・家庭児童相談室　・保険年金課
・高齢福祉課　　　・地域包括支援センター
・商工観光課　　　・学校教育課
・その他関係課（必要時）
会議の目的：①自殺対策計画策定に係る関連事業
　　　　　　　の検討
　　　　　　②計画策定後の関連事業に関する評価

情
報
共
有

意
見
交
換
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出典：野洲市住民基本台帳（平成29年10月１日現在）

出典：国勢調査、野洲市住民基本台帳（平成29年10月１日現在）

第２章

野洲市の現状

１　人口静態
１) 年齢階級別人口構成

団塊世代を含む世代（65 ～ 69 歳）とその子どもの世代（40 ～ 44 歳）が多い型となって

います。

２) 少子・高齢社会の進展

（１）人口・世帯員数の推移
平成 29 年の人口は 51,123 人、世帯数は 19,724 世帯でともに緩やかな増加傾向にありま

すが、１世帯当たりの世帯人員は年々減っており、平成 29 年には１世帯当たり 2.59 人となっ

ています。
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出典：野洲市住民基本台帳（平成29年10月１日現在）

出典：国勢調査、野洲市住民基本台帳（平成29年10月１日現在）

出典：国勢調査、野洲市住民基本台帳（平成29年10月１日現在）

出典：国勢調査、野洲市住民基本台帳（平成29年10月１日現在）

7

（２）年齢階級別人口割合の推移
年少人口の割合、生産年齢人口の割合ともに減少の傾向にあり、高齢化が進展してい

ます。

（３）学区別年齢別人口と割合
学区別年齢別人口は、JR 野洲駅前の野洲学区の人口が最も多く、住宅地開発の進んで

いる北野学区・祇王学区・中里地区で人口の上位を占めています。
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出典：国勢調査、第７期野洲市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

出典：野洲市保健事業年報

【一般世帯数・高齢者のいる世帯数の推移】

出典：野洲市住民基本台帳（平成27年10月１日）

出典：国勢調査、野洲市住民基本台帳（平成29年10月１日現在）

祇

学区別年齢別割合でみると、０～ 14 歳の割合が 15％以上であるのは野洲学区・北野

学区・祇王学区・中里地区となっています。

（４）高齢者の状況
平成 29 年には高齢者数は 12,855 人、高齢化率 25.1％であり、年々増加傾向にあり

ます。
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出典：国勢調査、第７期野洲市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

出典：野洲市保健事業年報

【一般世帯数・高齢者のいる世帯数の推移】

出典：野洲市住民基本台帳（平成27年10月１日）

出典：国勢調査、野洲市住民基本台帳（平成29年10月１日現在）

祇

（５）高齢者のいる世帯の状況
高齢者のいる世帯は、平成 27 年で 7,647 世帯となっており、一般世帯に対する比率

は４割を超えており年々増加しています。高齢者のいる世帯の中でも、高齢者単身世帯

と高齢者夫婦世帯は増加の割合が高くなっています。

２　人口動態
出生の状況

平成 28 年度の野洲市の出生率は 9.9 で、全国や滋賀県よりも高くなっています。
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出典：地域自殺実態プロファイル（ＪＳＳＣより提供）

出典：地域自殺実態プロファイル（ＪＳＳＣより提供）

出典：厚生労働省「地域の自殺の基礎資料」

出典：厚生労働省「地域の自殺の基礎資料」

３　自殺の現状
１) 自殺者数と自殺死亡率の推移

（１）自殺者数の推移
自殺者数は平成 23 年以降横ばいでしたが、平成 29 年は増加し 12 人となっています。

（２）自殺死亡率の推移
本市の自殺死亡率は平成 28 年までは全国や滋賀県よりも低く、平成 29 年は 23.5 と

全国、滋賀県よりも高くなっています。
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出典：地域自殺実態プロファイル（ＪＳＳＣより提供）

出典：地域自殺実態プロファイル（ＪＳＳＣより提供）

出典：厚生労働省「地域の自殺の基礎資料」

出典：厚生労働省「地域の自殺の基礎資料」

２) 性・年代別の自殺割合と自殺死亡率

（１）性・年代別の自殺者割合（平成 24 ～ 28 年）
性・年代別の自殺者割合について全国と比較すると、男性は 30 ～ 40 代の働き盛り世

代と 80 歳以上が、女性は 50 歳代以上、特に 70 歳代以上が高くなっています。

（２）性・年代別の自殺死亡率（平成 24 ～ 28 年）
性・年代別の自殺死亡率を全国と比較すると、男性は 80 歳以上が 75.8 と高く、女性

は 70 歳代が 32.1、80 歳以上が 30.8 と「高齢者」が高くなっています。
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出典：地域自殺実態プロファイル（ＪＳＳＣより提供）

出典：地域自殺実態プロファイル（ＪＳＳＣより提供）

３）性・年代別にみた同居人の有無（平成 24 ～ 28 年）
自殺者のうち、「同居人なし」の人は、男性３人、女性１人で、「同居人あり」が男女と

もに８割を超えています。

４) 有職者と無職者の割合

（１） 有職者と無職者の割合とその内訳（平成 21 ～ 29 年）
全国や滋賀県と比較して、「無職者」の割合が 69％と高くなっています。また、無職

の内訳では全国や滋賀県と比較して、「年金・雇用保険等生活者」と「失業者」の割合が

高くなっています。
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出典：地域自殺実態プロファイル（ＪＳＳＣより提供）

出典：厚生労働省「地域の自殺の基礎資料」

注）遺書等の自殺を裏付ける資料により明らかに推定できる原因・動機を１人につき３つまで計上。

主夫

出典：地域自殺実態プロファイル（ＪＳＳＣより提供）

出典：地域自殺実態プロファイル（ＪＳＳＣより提供）

（２） 性別にみた有職者と無職者の割合とその内訳（平成 24 ～ 28 年）
自殺者のうち、男性の無職者は約 60％、女性の無職者は 100％となっています。無

職者の内訳では、男女とも「年金・雇用保険等生活者」、「その他の無職者」の順で多く、

男性では、「失業者」が２人自殺で亡くなっていました

５) 自殺の原因・動機 ( 平成 21 ～ 29 年 )
自殺の原因・動機については「健康問題」が一番多く、次に「経済・生活問題」、「家庭問題」

の順で、全国や滋賀県と同様になっています。なお、自殺の多くは多様かつ複合的な原因

及び背景を有しており、原因が健康問題（精神保健上の問題）であっても、様々な要因が

連鎖する事で起きています。
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出典：厚生労働省「地域の自殺の基礎資料」

出典：平成27年度「滋賀の健康・栄養マップ」調査（野洲市民のデータ）

出典：平成27年度「滋賀の健康・栄養マップ」調査（野洲市民のデータ）

６) 自殺者に占める自殺未遂歴の有無 ( 平成 21 ～ 29 年 )
全自殺者に占める自殺未遂歴「あり」の割合は 18.7％で、全国や滋賀県より低くなって

います。

４　市民の健康状態
１) 朝食を週に４～５日以上食べない人の割合

女性より男性の方が「朝食を食べない」人の割合が高くなっています。特に男性は若い

年代ほど「朝食を食べない」人の割合が高くなっています。
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２) 運動習慣者の割合
１日 30 分以上の運動を週２回、１年以上持続している、運動習慣者の割合は 65 歳以上

が 30.3％で、20 ～ 64 歳の 17.0％よりも高くなっています。

３）心の健康
１か月間の不満・悩み・苦労・ストレスの有無について、男性では「多少ある」と答え

た人の割合は 50.7％と、滋賀県より高くなっています。女性では、滋賀県と同じ傾向です。

出典：平成27年度「滋賀の健康・栄養マップ」調査（野洲市民のデータ）
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出典：平成27年度「滋賀の健康・栄養マップ」調査
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出典：平成27年度「滋賀の健康・栄養マップ」調査

出典：平成27年度「滋賀の健康・栄養マップ」調査

４）睡眠による休養の程度について
男性では、滋賀県と比べて「十分とれている」の割合が 13.0％と低くなっています。女

性では、滋賀県と比べて「あまりとれていない」の割合が 26.9％と高くなっています。
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出典：平成27年度「滋賀の健康・栄養マップ」調査

５）飲酒について
男性では、33.6％が毎日飲酒すると答えており、滋賀県と比べて高くなっています。

また、飲酒しない人の割合は、26.1％で約４人に１人となっています。女性では、4.8％

が毎日飲酒すると答えています。
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出典：平成27年度「滋賀の健康・栄養マップ」調査

出典：第７期野洲市高齢者福祉計画・介護保険事業計画

出典：介護保険事業状況報告（各年10月末現在）

【要支援・要介護度別認定者数の推移】

19

６）高齢者の健康

（１）要支援・要介護認定者の状況
要支援・要介護認定者数は、平成 28 年に 2,186 人で年々増加しています。介護度別

でみると、要支援１の伸びが最も大きく、次いで、要介護１、要介護３が大きくなって

います。認定率は、わずかに増加傾向にあり、平成 28 年で 17.3％となっています。

（２）高齢者の生きがいを感じる時
介護予防・日常生活圏域ニーズ調査において、高齢者の生きがいの有無をみると「生

きがいあり」の割合は、一般で 81.3％、要支援認定者で 61.0％となっています。
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５　これまでの自殺対策の取組
１) 心の健康づくり事業

（１）啓発活動
①市民や関係者を対象にした、心の健康づくりやうつ病の予防や早期対応・支援のあり

方等に関する講演会や研修会の開催による啓発を行う。

②関係団体、地区組織、健康づくりグループ（民生委員・児童委員、健康推進員、健康

を考える会委員、老人クラブ、高齢者ふれあいサロン等）への健康教室等による啓発

を行う。

③健康サロンや母子保健事業等の既存事業における啓発を行う。

④市広報やホームページへの掲載

（２）心とからだの健康相談
①「心とからだの健康相談」（野洲市健康福祉センター、金曜日午後）

　保健師・管理栄養士・精神保健福祉士による心とからだの個別相談（アルコール相談

を含む。）

②「健康サロン」（市内各コミュニティセンター等、毎月１回）

　個別相談と健康をテーマとした懇談

③その他、電話、面談、訪問等による随時相談

（３）野洲市ほほえみやす 21 健康プラン
①市民の健康づくりのための６つの領域（栄養・運動・歯・タバコ・健診・心）のひとつの「心」

のテーマで、個人・家庭・地域・行政による主体的な心の健康づくりへの取組

②地域ぐるみの取組として、健康を考える会各地域での活動

２) 自殺対策事業

（１）自殺予防ゲートキーパー研修
自殺の危険を示すサインに気づき、声をかけ、話を聞き、必要に応じて専門家につなぎ、

見守ることができる人材育成を行う。

＜対象者＞市役所職員、民生委員・児童委員、健康推進員、介護支援専門員、老人クラ

ブ会員等を対象に養成講座を開催

（２）相談事業
①「心といのちの相談」専用電話による電話相談（月～金、９：00 ～ 17：00）

②心とからだの健康相談

　（金曜日午後、予約制　予約電話受付：月～金、８：30 ～ 17：15）

③断酒会と連携した多量飲酒者への相談支援（断酒相談：金曜日午後）

④野洲市精神障がい者患者家族会によるサロン活動（毎月第１日曜日午後）
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（３）普及啓発事業
①自殺予防週間（９月 10 日～ 16 日）や自殺対策強化月間（３月）にあわせた周知を行

う。（市広報への掲載、図書館等でのポスターやパネル展示、啓発物品の配布等）

②普及啓発資料（リーフレット等の啓発物品）の配布を行う。

　　　・関係者会議・研修会・イベント等での配布

　　　・市内関係機関・施設での設置

　　　・市内事業所（127事業所）へ企業内人権啓発推進班員訪問時に配布（平成29年度）

③自殺防止対策・生活困窮自立支援シンポジウムの開催を行う。

　（市民生活相談課と健康推進課が協働で開催）

（４) 自殺未遂者支援事業 (「湖南いのちサポート相談事業」)
　　湖南圏域（草津市・守山市・栗東市・野洲市）の救急告示病院を受診した自殺未遂

者やその家族に対して保健師や精神保健福祉士が面談や訪問による相談支援を行い、

再企図を防止する。（実施主体は県）

＜関係機関＞県自殺対策推進センター、草津保健所、圏域内６救急告示病院、４市その

他関係機関

（５）計画策定実態調査事業
①量的実態把握：国からの「地域自殺実態プロファイル」や「警察統計」や人口動態調

査の「死亡小票」から、野洲市の自殺実態の分析を行う。

②質的実態把握：高齢者の死亡者が多い特徴を踏まえ、地域包括支援センターに高齢者

の自殺についてヒアリングを行う。
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３) 市民生活相談課における取組
市民生活相談課は、市民生活にかかわる総合的な相談窓口として市役所内に位置づけ

ています。生活困窮者支援、消費生活相談や法律相談等の各種相談業務を集約する一方で、

どこの窓口に相談していいかわからない等の市民からの苦情や問い合わせなどを受け付

けて適切に所管課につなぐなど、第１相談受付としての役割も担っています。

（１）生活困窮者相談（生活困窮者自立支援法）
①自立相談支援事業

　　生活に困りごとや不安を抱えている市民に対し、相談支援員が相談を受けて、どの

ような支援が必要かを相談者と一緒に考え、具体的な支援プランを作成し、寄り添い

ながら自立に向けた支援を行う。（平成 29 年度の新規相談数：222 人）

②住居確保給付金

　　離職などにより住居を失った方、又は失うおそれの高い方に対し、就職に向けた活

動をするなどを条件に、一定期間、家賃相当額を支給する制度で、生活の土台となる

住居を整えた上で、就職に向けた支援を行う。

③家計改善支援事業

　　家計状況の「見える化」と根本的な課題を把握し、相談者が自ら家計を管理できる

ように、状況に応じた支援計画の作成、相談支援、関係機関のつなぎ、必要に応じて

貸付のあっせん等を行い、早期の生活再生に向けて支援を行う。

④学習支援事業（やすクール：YaSchool）

　　生活困窮世帯の中学生を対象に、学習支援や日常的な生活習慣、進学等に関する支

援を行うため、学習ボランティアの協力を得て、毎週水曜日の夜間にコミュニティセ

ンターやすを活用し実施している。また、やすクールの卒業生に対し、学校や進路等

の悩みを聞くなどの高校中退防止の支援も行う。

⑤多機関の協働による包括的支援体制構築事業	

　　現状では適切なサービスを受けることができない様々な対象者を捉え、いわゆる「た

らい回し」といった事態が生じないよう、包括的に受け止めるための相談体制の構築

を図る。

⑥就労支援（やすワーク）

　　市役所内にハローワーク機能を有する「やすワーク」を常設しており、このやすワー

クとハローワークとの連携により就職ナビゲータによる就職情報の提供や紹介状の発

行などの就労支援と、市役所相談員による生活支援を一体的に行う。個室で完全予約

制の落ち着いた環境で、履歴書作成や面接練習など含めた就労相談を行う。

( ２) 消費生活相談（契約トラブル、多重債務相談など）
契約トラブルや多重債務などの複雑化する相談に対し、野洲市くらし支えあい条例を

適切に運用し、悪質商法等の消費者被害の解決及び未然・拡大防止を推進する。
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（３）法律相談（弁護士会、司法書士会）
相続・登記・不動産・金銭・家庭問題など、弁護士及び司法書士による法律相談を市

役所において無料で実施する。

（４）地域に法律を届ける仕組みづくり事業
弁護士及び司法書士による法律相談を住民が身近な地域で受けることができるように、

市内７箇所のコミュニティセンター、北部合同庁舎において法律相談会を無料で開催す

る。

（５）行政相談（総務省）
主に国の事務に関する意見や苦情について行政相談委員（２名）による相談を行う。

（６）税務相談
国税（所得税、相続税など）に関して近畿税理士会員による無料の税務相談を行う。

（７）行政書士相談
遺言書、遺産分割協議書、契約書などの書類の作成に関して、滋賀県行政書士会会員

による無料の相談を行う。
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６　現状から見えてきた野洲市の課題
野洲市の現状やこれまでの取組から明らかになった課題は、以下のとおりです。

１) 若年層の自殺について
現状
◦平成 24 年から 28 年の年代別自殺者数では、男性は 30 歳代が６人と年代別自殺者の割

合で最も高く、20 歳代も１人が自殺で亡くなっています。

◦女性は、若年層の自殺者は少ないですが、30 歳代の方が１人自殺で亡くなっています。

◦草津保健所とともに実施している自殺未遂者支援事業「湖南いのちサポート相談事業」

では、平成 30 年３月末現在（野洲市）、男性では 10 歳代が２人、20 歳代が４人の合計

６人が、女性では 10 歳代１人、20 歳代２人、30 歳代１人の合計４人の方の相談支援

を行いました。

課題
全国同様に野洲市でも男女とも若年層の自殺者が続いています。若年層の自殺は、家族

や周囲にも大きな悲しみや困難さをもたらし、社会全体にも大きな損失となります。野洲

市における若年層の自殺の要因の詳細は、十分に明らかになっていません。自殺未遂をし

た方などのハイリスクのある方の支援をするとともに、相談窓口の周知、ＳＯＳの出し方

への支援、若年層に関わる支援者への研修などを実施し、若年層が自殺に追い込まれるこ

とのない野洲市をめざしていく必要があります。

２) 高齢者の自殺について
現状
◦平成 24 年から 28 年の年代別自殺者数は、男性は 70 歳以上が６人、女性が７人の合計

13 人と多く、そのうち 12 人が家族と同居していました。

◦全年代において自殺の原因動機は「健康問題」が最も多くなっています。

◦野洲市では、高齢化が進み要介護認定者数も平成28年は2,186人と年々増加しています。

◦介護予防・日常生活圏域ニーズ調査において、要支援認定者のうち、生きがいがあると

答えた人は 61.0％で一般高齢者の 81.3％に比べて低くなっています。

◦健康推進課が実施した地域包括支援センター職員や関係者からの聞き取りから、配偶者

をはじめとした家族との死別や離別、身体疾患等をきっかけに、孤立や介護、生活困窮

等の複数の問題を抱えがちであることがわかっています。

課題
野洲市では、高齢化が進んできており高齢者の自殺も今後増えていくことが懸念されま

す。高齢者が自殺に追い込まれることのないように、啓発活動を行うとともに、要支援、

要介護状態となっても社会とのつながりがあり、生きがいが持てるようなまちづくりを行っ

ていく必要があります。また、高齢者で自殺された方は、家族や支援者がいても自殺があっ
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たことから、家族や支援者に対する相談・支援を行い、高齢者の自殺予防を進めていく必

要があります。

３) 生活困窮者について
現状
◦平成 24 年から 28 年の自殺者のうち、男性は 14 人 (60.8％ )、女性は 12 人 (100％ )

が無職等で仕事を有していませんでした。無職者の年齢での内訳は、男性 14 人のうち

60 歳以上が７人、女性は 12 人のうち９人が 60 歳以上でした。

◦平成 21 年から 29 年の自殺者の原因・動機別では 21.0％に経済・生活問題がありました。

◦野洲市では、生活困窮者相談を実施しており、平成 29 年度には新規の相談対応を 222

件行い、前年度より件数は増えています。

課題
現状から、自殺した人は生活困窮者が多かったことが推察されます。また、野洲市で実

施している生活困窮者相談も依然として多いことから、今後も生活困窮者対策を進めてい

く必要があります。

４) 心と体の健康づくりについて
現状
◦１か月間の不満・悩み・苦労・ストレスの有無について、男性では「大いにある」が

16.4％「多少ある」が 50.7％、女性では「大いにある」が 20.4％、「多少ある」が

50.3％と高くなっています。

◦運動について、１日 30 分以上の運動を週２回、１年以上持続している、運動習慣者の

割合は 20 ～ 64 歳で 17.0％と 65 歳以上で 30.3％となっています。

◦睡眠について、男女とも２割以上の人が十分な睡眠がとれていないと感じています。

課題
市民の多くの人が不満・悩み・苦労・ストレスを抱えていること、睡眠が不足している

と感じている人がいること、運動習慣がついていない人が多くいることから、市民の心身

の健康づくりを推進していく必要があります。
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第３章

基本的な考え方

１　 自殺対策の基本認識
自殺総合対策大綱では、自殺に対する基本認識が明らかにされています。野洲市における

自殺対策については、市の自殺の現状と課題等を踏まえ、次に掲げる基本認識に基づいて取

り組みます。 

【１】自殺は誰にでも起こり得る問題である 

多くの人にとって、自殺とは、自分には関係がない「個人の問題」と考えられがちですが、

実際は当人のみでなく、家族や友人等、周りの人が当事者となる可能性があり、誰にでも

起こり得る問題であることを認識する必要があります。 

【２】自殺は、その多くが追い込まれた末の死である 
自殺は、その多くが様々な悩みが原因で心理的に追い詰められ、自殺以外の選択肢が考

えられない状態に陥ってしまった、「追い込まれた末の死」であるということを認識する必

要があります。 

 

【３】自殺は、その多くが防ぐことができる社会的な問題である 
自殺の背景や原因となる様々な要因のうち、失業、倒産、多重債務、長時間労働等の社

会的要因については、相談・支援体制の整備等、社会的な取組により、また、自殺に至る

前のうつ病等の精神疾患については、専門家への相談や適切な治療により、多くの自殺は

防ぐことができるということを認識する必要があります。 

 

【４】自殺を考えている人は、何らかのサインを発していることが多い 
死にたいと考えている人も、心の中では「生きたい」という気持ちとの間で激しく揺れ

動いており、不眠や原因不明の体調不良等、自殺の危険を示すサインを発していることが

多いとされています。自殺の危険を示すサインに気づくことで自殺予防につなげることが

できることを認識する必要があります。 

２  基本理念
誰も自殺に追い込まれることのない「人と人が支えあう安心なまち」の実現
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３  基本方針
平成 29 年７月に閣議決定された自殺総合対策大綱では、自殺総合対策の基本方針として、

以下の５点が掲げられており、野洲市の実態に応じた計画づくりを行います。

１）生きることの包括的な支援として推進
個人においても地域においても、自己肯定感や信頼できる人間関係、危機回避能力等の「生

きることの促進要因（自殺に対する保護要因）」より、失業や多重債務、生活苦等の「生き

ることの阻害要因（自殺のリスク要因）」が上回ったときに自殺リスクが高まります。

そのため、自殺対策は「生きることの阻害要因」を減らす取組に加えて、「生きることの

促進要因」を増やす取組を行い、双方の取組を通じて自殺リスクを低下させる方向で推進

する必要があります。自殺防止や遺族支援といった狭義の自殺対策だけでなく、「生きる支

援」に関する地域のあらゆる取組を総動員して、まさに「生きることの包括的な支援」と

して推進することが重要です。

２）関連施策との有機的な連携による総合的な対策の展開
自殺に追い込まれようとしている人が安心して生きられるようにして自殺を防ぐために

は、精神保健的な視点だけでなく、社会・経済的な視点を含む包括的な取組が重要です。また、

このような包括的な取組を実施するためには、様々な分野の施策、人々や組織が密接に連

携する必要があります。

自殺の要因となり得る生活困窮、児童虐待、ひきこもり等、関連の分野においても同様

の連携の取組が展開されています。連携の効果を更に高めるため、そうした様々な分野の

生きる支援にあたる人々がそれぞれ自殺対策の一翼を担っているという意識を共有するこ

とが重要です。

３）対応の段階に応じたレベルごとの対策の効果的な連動
自殺対策は、社会全体の自殺リスクを低下させる方向で、「対人支援のレベル」、「地域連

携のレベル」、「社会制度のレベル」、それぞれにおいて強力に、かつ、それらを総合的に推

進することが重要です。これは、住民の暮らしの場を原点としつつ、「様々な分野の対人支

援を強化すること」と、「対人支援の強化等に必要な地域連携を促進すること」、更に「地

域連携の促進等に必要な社会制度を整備すること」を一体的なものとして連動して行って

いくという考え方（三階層自殺対策連動モデル）です。

また、時系列的な対応としては、自殺の危険性が低い段階における啓発等の「事前対応」

と、現に起こりつつある自殺発生の危険に介入する「危機対応」、それに自殺や自殺未遂が

生じてしまった場合等における「事後対応」の、それぞれの段階において施策を講じる必

要があります。

加えて、「自殺の事前対応の更に前段階での取組」として、学校において、児童生徒等を

対象とした、いわゆる「ＳＯＳの出し方に関する教育」を推進することも重要とされます。
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出典：自殺総合対策推進センター、2017年

４）実践と啓発を両輪として推進
自殺に追い込まれるという危機は、「誰にでも起こり得る危機」ですが、危機に陥った人

の心情や背景が周囲の人には理解されにくい現実があり、そうした心情や背景への理解を

深めることも含めて、危機に陥った場合には誰かに援助を求めることが適当であるという

ことが、地域全体の共通認識となるように、積極的に普及啓発を行うことが重要です。

あらゆる市民が、身近にいるかもしれない自殺を考えている人のサインに早期に気づき、

精神科医等の専門家につなぐとともに、そうした専門家の指導を受けながら見守っていけ

るよう、広報活動、教育活動等に取り組んでいくことが必要です。

５）関係者の役割の明確化と関係者による連携・協働の推進
「誰も自殺に追い込まれることのない社会」を実現するためには、市だけではなく、国や

県、関係団体、民間団体、企業、そして市民が、連携・協働して自殺対策を総合的に推進

することが必要です。

「誰も自殺に追い込まれることのない野洲市」をめざすには、国・県・市だけでなく、こ

の地域社会で暮らす一人ひとりが、主体的に、それぞれができる自殺対策に取り組むこと

が重要です。
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４  施策の体系
国が定める「地域自殺対策政策パッケージ」において、すべての市町村が共通して取り組

むべきとされている「基本施策」と、野洲市の自殺の実態を踏まえてまとめた「重点施策」、「生

きる支援の関連施策」から構成されています。

「基本施策」は、「地域におけるネットワークの強化」や「自殺対策を支える人材の育成」等、

地域で自殺対策を推進していく際の基盤となる取組です。そのため、「事前対応」「危機対応」

「事後対応」のすべての段階に及び、分野的にも「実践」と「啓発」の両方を網羅した幅広い

内容になっています。

「重点施策」は、野洲市における自殺のハイリスク層である若年層と高齢者と、生活困窮問

題に焦点を絞り、取組をまとめています。それぞれの対象に関わる様々な施策を結集させる

ことで、一体的かつ包括的な施策群となっています。さらに、野洲市では、特にいきいきと

自分らしく、健やかな生活をめざした取組を「市民への心の健康づくり」として位置づけ、

市民が主体的に実践する健康づくりを基盤とした野洲市ほほえみやす 21 健康プラン（第２次）

と連動しながら積極的に展開していきます。

「生きる支援の関連施策」は、野洲市において既に行われている様々な事業を「生きること

の包括的な支援」としての視点から捉え直し、「基本施策」や「重点施策」で掲げられた事業

と連携させて推進していけるようまとめたものです。

また、野洲市の事業に加えて関係機関や地域の民間団体の取組も本計画に掲載しています。

このように施策の体系を定め、かつ、野洲市の事業だけでなく、様々な関係機関、地域の民

間団体とも連携することで、野洲市の自殺対策を「生きることの包括的な支援」として地域

全体で推進していきます。
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１）地域におけるネットワークの強化

２）自殺対策を支える人材の育成 

３）市民への啓発と周知 

４）ハイリスク状況にある方への支援 

５）児童生徒への支援の強化

基本施策

誰も自殺に追い込まれることのない

「人と人が支えあう安心なまち」の実現

生きる支援の関連施策

１）高齢者への支援の強化

２）若年者への支援の強化

３）生活困窮者への支援の拡充

４）市民への心の健康づくり

重点施策

【野洲市の自殺対策の施策体系】
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第４章

野洲市の自殺対策における取組

１   基本施策
基本施策とは、地域で自殺対策を推進する上で欠かすことのできない基礎的な取組、すな

わち「地域におけるネットワークの強化」「自殺対策を支える人材の育成」「市民への啓発と

周知」「ハイリスク状況にある方への支援」「児童生徒への支援の強化」の５つです。

これらの施策それぞれを強力に、かつ連動させて総合的に推進することで、野洲市におけ

る自殺対策の基盤を強化します。

１）地域におけるネットワークの強化
自殺は、経済・生活問題、健康問題、学校や職場の問題など様々な要因が関係しています。

これらの問題に適切に対応するためには、多様な関係者が連携し包括的に取り組むことが

重要です。

（１）地域におけるネットワークの構築と連携の強化
地域の自殺対策に係るネットワークを強化し、それぞれの機関が果たすべき役割を明

確化した上で、相互の連携・協働を図ります。

①野洲市市民生活総合支援推進委員会（自殺防止対策連絡部会）の開催
野洲市では、すでに野洲市市民生活総合支援推進委員会を設置し、定期及び必要に応

じ会議を開催して、横断的な連携を強化し、どこに相談しても適切な相談場所につなぐ

支援を行っています。今後も自殺、生活困窮、人権侵害等の市民生活に関する深刻な問

題に対し、問題を解決するためさらに連携を強化し、実効性のある施策を推進します。

また、野洲市市民生活総合支援推進委員会の中に、自殺防止対策連絡部会を設置し、

関係機関と緊密な連携を図り、自殺対策を総合的かつ効果的に推進します。（市民生活相

談課、健康推進課）

②自立相談支援事業の推進
経済的困窮、地域社会からの孤立その他の生活上の諸課題を抱える市民に対して、市

役所の総合力で相談者の発見から生活再建支援を行います。また、生活困窮状態からの

脱却・自立をめざす地域の仕組みづくりを強化します。（市民生活相談課）
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【目標値】

③野洲市支援調整会議の開催
個人情報の共有が可能となる支援会議を活用し、自殺未遂を行ったハイリスクな市民

を始めとする生活困窮者の個人情報を支援調整会議で共有することで、関係機関と連携

し、効果的な見守りや支援を実施します。（市民生活相談課）

④多機関の協働による包括的支援体制の強化
市民が安心して様々な悩みや困り事を相談できるよう、ワンストップで対応し、市民

の相談を「丸ごと」受け止める場や機能をバックアップするため、世帯全体の複合化・

複雑化した課題を包括的に受け止める総合的な相談支援体制を強化します。（市民生活相

談課）

⑤関係機関の更なる連携強化に向けた研修等の実施
様々な分野における支援策の検討、連携を更に強化していくため、各分野の支援策や

相談窓口の情報等について学ぶための研修会やシンポジウムを開催します。（市民生活相

談課）

⑥見守りネットワーク等の活動強化・推進事業
特殊詐欺や悪質商法等の消費者被害から消費者を守るため、野洲市消費者安全確保地

域協議会、野洲市見守りネットワーク、その他見守り等の活動の強化・推進に関する事

業を行います。（市民生活相談課）

⑦高齢者の生活支援体制の整備
地域の NPO 法人やボランティア等の多様なサービス提供主体と連携し、日常生活上

の支援体制の充実・強化をします。（地域包括支援センター）

⑧湖南圏域自殺対策推進会議
湖南圏域における自殺や自殺未遂者の実態や課題について検討し、自殺対策計画の進

捗状況の情報共有や自殺対策に係るネットワークの充実のための協議を行います。（草津

保健所）

（２）特定の問題に関するネットワークの構築と連携の強化
児童虐待や障がい者虐待等の特定の問題に関してネットワークを構築し、連携の強化

を図ります。

①野洲市要保護児童対策地域協議会の開催
相談業務の中で、父母等の抱える課題や子どもの状況等を把握し、精神的ストレス、

情緒不安定等により、自殺リスクが高いと思われる場合に、早期支援につなげられるよ

うに、野洲市要保護児童対策地域協議会の調整機関として関係機関の連携の強化を図り

ます。（家庭児童相談室）
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【目標値】

②野洲市障がい者虐待防止連絡協議会の開催
障がい者の相談業務の中から、虐待の早期発見を行い、自殺リスクが高いと思われる

場合に、早期支援につなげられるように、関係機関の連携の強化を図ります。（地域生活

支援室）

③野洲市高齢者虐待防止連絡協議会の開催
高齢者虐待の防止に向けて、虐待に関する相談や対応の状況を共有し、自殺リスクが

高いと思われる場合に、早期支援につなげるように、関係機関との連携の強化を図ります。

（高齢福祉課、地域包括支援センター）

④野洲市障がい者自立支援協議会の開催
障がい福祉・医療・介護サービス機関や関係団体により構成している野洲市障がい者

自立支援協議会において、障がい者等への支援体制の整備を図ります。（地域生活支援室）

⑤生活困窮者に対する支援の連携強化
生活困窮者に対して、生活保護事業等の各種事業との連動を図り、自殺リスクの高い

生活困窮者に関係機関が連携して支援を提供します。（市民生活相談課、社会福祉課）

⑥地域ケア会議の開催
地域の高齢者やその家族が抱える課題について、会議の開催を通じて関係機関の連携

を深めることで、自殺リスク要因を共通理解し、地域包括ケアと自殺対策とを連動して

支援します。（地域包括支援センター）

⑦いじめの組織的対応の充実と関係機関連携
いじめの早期発見、早期対応ができる学校組織や関係機関との連携体制を構築すると

ともに、日々の教育活動を通して、いじめの組織的対応を充実します。（小学校・中学校）
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【目標値】

２) 自殺対策を支える人材の育成
地域のネットワークは、それを担う人材がいて初めて機能するものです。そのため、自

殺対策を支える人材育成は、対策を推進する上で基盤となる重要な取組です。様々な悩み

や生活上の困難を抱える人に対して早期の「気づき」が重要であり、「気づき」のための人

材育成の方策を充実させる必要があります。誰もが早期の「気づき」に対応できるよう、

必要な研修の機会の確保を図ります。

ゲートキーパー研修
ゲートキーパーとは、身近な人の自殺のサインに気がつき、問題解決につなげ

る相談役です。

ゲートキーパーは、初級・中級・上級に分かれ、段階的にスキルアップできる

ようそれぞれの立場でめざす研修の内容が異なります。

◦初級ゲートキーパー研修（一般市民、市職員（新規採用職員など））

　…自殺のサインに気づくことをめざす研修

◦中級ゲートキーパー研修（民生委員・児童委員、市職員など）

　…傾聴し、つなげることをめざす研修

◦上級ゲートキーパー研修（専門職、教職員、支援機関など）

　…適切な関係機関と、連携していのちを守ることをめざす研修

　　

（１）様々な職種を対象とした研修の実施
市の職員をはじめ、関係団体や教育関係者へゲートキーパー研修を開催し、それぞれ

の立場の中で「気づき」に対応でき、適切な支援につなげられる人材を育成します。

①市職員向けゲートキーパー研修の開催
経済的問題からの自殺を予防するために、税金や上下水道料金や国民年金保険料など

の滞納者を早期に発見し、支援が開始できるよう新規採用職員や職員接遇研修等の市職

員を対象とした各種研修の機会を活用し、自殺予防に関する研修を行います。（人事課、

健康推進課）

②関係団体向けゲートキーパー研修の開催
民生委員・児童委員、介護保険関係者（介護支援専門員、介護サービス事業所職員）、

地域活動支援センターの団体等を対象にゲートキーパー研修を開催します。（健康推進課）

③子育て支援の関係者へのゲートキーパー研修の受講の推奨
保育士等、子どもや保護者と接する機会がある職員に、ゲートキーパー研修の受講を

推奨し、見守りながら相談、支援機関につなぐ役割ができる人材の育成に努めます。（こ

ども課、健康推進課）
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【目標値】

④教育関係者へのゲートキーパー研修の開催
児童生徒が身近なところで相談ができ、児童生徒が発信するＳＯＳサインに気づき、

見守りながら相談、支援機関につなぐ役割ができる人材の育成に努めます。（学校教育課、

健康推進課）

( ２) 市民を対象としたゲートキーパー研修の開催
自分のまわりにいるかもしれない自殺を考えている人の存在に気づき、思いに寄り添

い、話を聞き、必要に応じて専門家につなぎ、見守っていくという市民の役割について

理解が深まるように市民に対してゲートキーパー研修を開催します。

①一般市民や市民活動団体向けゲートキーパー研修の開催
生涯学習出前講座として、身近な地域レベルで話を聴いて、見守りながら相談、支援

機関につなぐ役割を担うことができるように研修会を開催します。（生涯学習スポーツ課、

健康推進課）

②野洲市老人クラブ連合会の会員に対するゲートキーパー研修の受講の推奨
自殺リスクを抱えた高齢者を早期に発見し、支援へとつなげられるよう、老人クラブ

会員に市の行うゲートキーパー研修の受講を推奨します。（高齢福祉課、健康推進課）

③各種団体に対するゲートキーパー研修の受講の推奨
社会教育関係団体や市民活動団体等の研修会で、生涯学習出前講座のゲートキーパー

研修の受講を推奨します。（生涯学習スポーツ課、健康推進課）
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３) 市民への啓発と周知
地域のネットワークを強化し相談体制を整えても、市民が相談機関や相談窓口の存在を

知らなければ、それらの制度は活用されません。そこで相談機関等に関する情報を様々な

接点を活かして市民に提供するとともに、市民の自殺予防に対する理解が深まるよう、講

演会等を開催します。

さらに、９月の自殺予防週間や３月の自殺対策強化月間には、地域の広報媒体や図書館

等施設と連携し、地域全体への問題の啓発や相談先情報の周知を図ります。

（１）自殺予防週間（９月）や自殺対策強化月間（３月）の啓発
自殺予防週間、自殺対策強化月間にあわせて自殺予防の啓発や相談先情報の周知を図

ります。

①リーフレット・啓発グッズの配布
自殺予防週間、自殺対策強化月間に合わせて、リーフレットや啓発グッズを配布し、

自殺予防と相談先情報の啓発と周知を行います。（健康推進課、市民生活相談課）

②広報用ポスターの掲示
自殺予防週間、自殺対策強化月間に合わせて、啓発用ポスター等を庁舎内に掲示し、

自殺予防と相談先情報の啓発と周知を行います。（健康推進課、消防署）

③公共施設を利用した啓発の推進
自殺予防週間、自殺対策強化月間に合わせて、図書館等において特設コーナーを設置し、

関連資料等の展示やリーフレット等を設置します。（図書館、健康推進課）

④商工会と連携した啓発
自殺予防週間、自殺対策強化月間に合わせて、商工会の広報紙等や研修の機会を通じて、

労働者のメンタルヘルスに関する啓発や相談先の周知を図ります。（商工観光課）

⑤広報紙を活用した啓発
自殺予防週間や自殺対策強化月間に合わせて、自殺対策関連の特集記事を掲載するこ

とにより、市民に対して、理解の促進と施策の周知を図ります。（健康推進課）

（２） 様々な機会を利用した市民への啓発
様々な機会を利用し、市民に対して自殺予防の啓発や相談先の周知を図ります。
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①窓口でのリーフレットの配布や配架
納税や保険料の支払い、介護や子育て等の各種手続きに窓口に訪れた市民に対して相

談窓口の周知を図ります。（税務課、納税推進課、保険年金課、高齢福祉課、こども課、

子育て家庭支援課、家庭児童相談室、市民生活相談課、健康推進課）

②地域のネットワークを活用した支援者からの情報提供
野洲市高齢者虐待防止ネットワーク会議や野洲市障がい者自立支援協議会等の構成員

や、民生委員・児童委員や野洲市企業人権啓発推進協議会など、様々な分野の支援者に

相談先の周知を行い、必要に応じてリーフレットを配布してもらい情報の周知を図りま

す。（高齢福祉課、地域包括支援センター、地域生活支援室、社会福祉課、商工観光課、

市民生活相談課、健康推進課）

③企業への啓発
企業訪問（市内事業所への人権啓発推進班員による事業所訪問）の際にメンタルヘル

スや相談先情報の啓発チラシを配布します。また、野洲市企業人権啓発推進協議会（事

務局：商工観光課）の研修会で「ワーク・ライフ・バランスの推進」や「メンタルヘルス」

に関する啓発や相談先の周知を行います。（商工観光課）

（３） 市民向け講演会やイベント等の開催
自殺の問題は精神的な問題だけでなく、人権や生活困窮などのさまざまな問題が重なっ

ています。それらの関連するテーマの講演会やイベント等の様々な機会を通じて、自殺

予防の啓発を行い、正しい理解の促進を図ります。

①心の健康づくりや自殺予防をテーマにした健康教室の開催
心の健康づくりや自殺予防についての講演会の開催や各学区のコミュニティセンター

で開催している健康サロンにおいて自殺予防をテーマにした講話を行い、正しい理解の

促進と啓発を図ります。（健康推進課）

②人権関連の会議やイベントにおける問題の啓発
人権関連の会議やイベントにおいて、自殺と関連し得る虐待やいじめ、差別等のテー

マを扱う際や、人権問題に関する市職員向け研修の際に、自殺予防に言及することで、

正しい理解の促進と啓発を図ります。（人権施策推進課）

③各種講演会と連携した自殺予防の啓発
消費生活や生活困窮、介護予防講演会等の各種講演会や、虐待防止などのフォーラム

等の中で、自殺予防につながる取組を取り上げることにより、市民に対する自殺予防の

周知を図ります。（市民生活相談課、高齢福祉課、地域包括支援センター、障がい者自立

支援課・地域生活支援室、子育て家庭支援課・家庭児童相談室）
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【目標値】

（４）ホームページを活用した啓発活動
市民に自殺対策に関する正しい知識や相談場所などの情報提供ができるよう、市のホー

ムページを活用し啓発活動を行います。（健康推進課）
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【目標値】

４) ハイリスク状況にある方への支援
「生きることの促進要因（自殺に対する保護要因）よりも「生きることの阻害要因（自殺

のリスク要因）」が上回った時、自殺に追い込まれる危険性が高まります。そのため、「生

きることへの阻害要因（自殺のリスク要因）」を減らすだけでなく、「生きることへの促進

要因（自殺に対する保護要因）」を増やすための取組を合わせて行い、自殺リスクを低下さ

せる必要があります。このことを踏まえて「生きることの促進要因」の強化につながり得る、

様々な取組を進めます。

（１）自殺のリスクを抱える可能性のある人の早期発見
自殺リスクを抱える可能性のある人を早期に発見し、支援を進めます。

①かかりつけ医や産業医によるうつ病の早期発見・早期治療への対応
自殺の原因の一つになっているうつ病は、精神症状以外にも身体症状が出ることも多

く、内科等のかかりつけ医や産業医がうつ病の早期発見・早期治療の対応を行います。（守

山野洲医師会）

②身近な地域での困りごとの早期発見と対応
身近な地域での居場所づくりや活動の中で、様々な困りごとを早期に発見し、関係機

関と連携をしながら支援を進めます。（社会福祉協議会）

（２）自殺リスクを抱えている人への個別支援
自殺リスクを抱える可能性がある人へ電話相談や個別支援を行い、自殺予防につなげ

ます。

①自殺防止に向けた「心といのちの相談専用電話」の設置
自殺防止の電話相談に応じることによって、様々な悩みや問題を抱え自殺のリスクが

高い市民を支援します。（健康推進課）

②うつ病等のある方への支援の提供
うつ病等により自殺リスクが高い人に対して、医療機関やその他の関係機関と連携を

しながら包括的な支援を進めます。（健康推進課）

③断酒会と連携した多量飲酒者への相談支援
アルコールの問題を抱える人は、自殺のリスクが高く、家族も困難を抱えている場合

が多いことから、飲酒問題や生活の問題について関係機関と連携して支援を行います。（健

康推進課）
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④多重債務を抱えている方への支援
多重債務や失業等の経済的問題や、地域社会からの孤立に対して、解決及び生活再建

を図るため、専門家と連携して相談支援を行います。（市民生活相談課）

⑤法律相談による支援の提供
弁護士及び司法書士による法律相談を身近な地域で開催し、早期の問題解決をめざし

ます。（市民生活相談課）

⑥ひきこもり相談の実施
社会復帰をめざす支援として、当事者や家族を対象としたひきこもり相談を実施し、

関係機関と連携を取りながら支援を進めます。（市民生活相談課、健康推進課）

⑦不登校やいじめ等を受けている子どもへの支援
不登校やいじめ等で自殺のリスクの高い子どもへ教育相談や関係機関との連携を図り、

子どもに寄り添いながら支援を行います。（小学校・中学校、学校教育課）

⑧高齢者やその家族の心の健康に関する支援
高齢者やその家族からの各種相談に対して、専門職種が幅広く総合的に応じ、自殺の

リスクを抱えた（抱え込みかねない）相談者がいた場合に適切に話を聞き、専門機関に

つなぐ等の対応を行います。（地域包括支援センター）

⑨ＤＶ相談の実施
配偶者等からの暴力等について相談に応じる中で、恐怖心、精神的ストレス、情緒不

安定等により、自殺リスクがあると思われる場合は関係機関につなぎます。また、緊急

で避難された場合は、自殺リスクを含め、関係機関に情報共有と見守りを依頼します。（家

庭児童相談室）

（３）市民への居場所等の提供
孤立のリスクを抱える可能性がある人に居場所を提供します。

①学習支援における居場所づくり（やすクール：YaSchool）
やすクールでは、学習支援だけでなく、学習が始まる前に、地域ボランティアの協力

でおにぎりや味噌汁等の軽食を提供し、生活困窮世帯の子どもや学習ボランティアの交

流の場としています。また、高校中退防止の観点から、やすクール卒業生を対象に、学

校や進路の悩みを話す居場所づくりを行っています。（市民生活相談課）
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②高齢者に対する生活機能の向上に向けた支援
各種介護予防事業を実施し、高齢者の生活機能の向上を図ります。それらの活動を通

じて高齢者と地域とのつながりを構築します。また、認知症やひきこもり等の高齢者の

異変に早期に気づき、必要な支援へつなげるよう努めます。（地域包括支援センター）

③高齢者への短期宿泊機会の提供
高齢者虐待事案等で緊急保護を要する場合に、短期宿泊事業を実施している養護老人

ホームに入所を委託し、虐待者と被虐待者の分離を行うことで被虐待者の自殺防止に努

めます。（高齢福祉課）

④子育て支援センターの運営
乳幼児とその保護者が相互に交流できる場として、子育て支援センターを運営します。

センターにおける子育てについての相談や各種情報の提供、助言等の提供を通じて、地

域の子育て機能の充実を図り、保護者の子育てに伴う不安感を緩和するとともに、子ど

もの健やかな成長を支援します。（子育て支援センター）

⑤精神障がいのある人とその家族に対する支援の提供
精神障がいやアルコール依存症を抱える当事者とその家族が、地域で安心して生活が

送れるよう、地域における居場所の提供や、つながりの構築を進めます。（健康推進課、

野洲断酒会、野洲市精神障害者家族会たんぽぽの会）

（４）自殺未遂者への支援
滋賀県と連携しながら、自殺未遂者やその家族を支援し、再度の自殺企図の防止に努

めます。

①自殺未遂者及びその家族への相談支援
滋賀県と連携しながら、自殺未遂者やその家族の相談を受け、抱えている問題や状況

を把握し、継続的な支援を行い、再度の自殺企図の防止に努めます。（健康推進課、滋賀県）

②自殺未遂者支援の体制整備のための会議
自殺未遂者支援の対応力を向上させ、支援の強化や適切な支援をするための体制づく

りを進めます。（滋賀県、健康推進課）

③自殺未遂者の退院後の支援体制の構築
関係機関と連携をとりながら、入院の相談など迅速に対応するとともに、退院後も地

域で安心して生活ができるように支援体制を構築します。（湖南病院、健康推進課、滋賀県）
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【目標値】

（５) 遺された人への支援
自死により遺された家族は、大きな影響を受けていることが多いため、継続した相談

や訪問による支援を行います。また、同じような体験をした人と出会い、気持ちを分か

ち合う自死遺族の自助グループなどの周知に努めます。（健康推進課）

（６）家族や支援者への支援
介護等をする家族や支援者の負担の軽減を図るため支援を行います。

①認知症の人の家族に対する支援の提供
認知症の人の家族や介護者家族の会、専門職が集い、認知症の人や家族の心理的支援、

情報提供などを行う場（認知症カフェ）を設け、課題の解決や悩みの解消を図ります。（地

域包括支援センター）

②介護を行う家族等の交流機会の推進
介護者の身体的・精神的・経済的負担の軽減を図るため、家族介護に携わっている方

の連絡会や交流事業などを行います。（地域包括支援センター）

③障がい者団体の活動支援
障がい者が安心して暮らせる地域づくりをめざし、情報交換を図るとともに地域で支

えあう関係が築けるよう障がい者団体の活動を支援します。（障がい者自立支援課・地域

生活支援室、健康推進課）

④高齢者、障がい者、生活困窮者の相談に当たる市職員への専門家による支援体制　　　

　の強化
高齢者、障がい者、生活困窮者等における支援対象者のうち、法律問題を抱えるケー

スへの対応に際し、地域の法律家（弁護士、司法書士等）から専門的な支援や助言を受け、

支援対象者の抱える課題の早期支援・解決に当たる市職員の対応能力の向上を図ります。

（市民生活相談課、地域包括支援センター、地域生活支援室）

⑤市職員へのメンタルヘルス支援
市職員に対して健康相談やメンタルヘルスの講習会の機会の提供や、ストレスチェッ

クや健診結果に基づく各種指導の実施を通じて、市職員の心身両面における健康の保持

増進を強化します。（人事課）
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【目標値】

５) 児童生徒への支援の強化
児童生徒の自殺を防ぐには、問題が深刻化する前に、児童生徒が自らＳＯＳを出すなどの

対処方法を身につけることが重要です。こうしたことから、保護者と地域の関係者等と連携

しつつ、児童生徒に対するＳＯＳの出し方に関する教育を推進し、社会において直面する可

能性のある様々な困難・ストレスへの対処方法を身につけ、自殺リスクの低減を図ります。

（１）児童生徒のＳＯＳの出し方に関する教育の推進
児童生徒のＳＯＳの出し方に関する教育を推進するために、教職員や関係者が研修を

受講します。

①教職員向け研修の受講の推奨
ＳＯＳの出し方に関する教育の実施に当たっては、現場の教職員の理解と協力が不可

欠です。教職員向けの研修の受講を推奨し、ＳＯＳの出し方に関する教育と重要性につ

いて理解を深めます。（学校教育課）

②児童生徒を地域で支える関係者への研修の受講の推奨
民生委員・児童委員やＰＴＡ役員など、児童生徒と日頃から接する機会のある地域の

関係者に対して、ＳＯＳの出し方に関する教育の内容を含んだ自殺対策関連の研修の受

講を推奨します。（社会福祉課、生涯学習スポーツ課）

（２）児童生徒の健全育成に資する各種取組の推進	

様々な悩みや問題を抱える児童生徒が、必要な支援を受けられるよう、体制づくりを

進めます。

①学校の教育相談体制の充実
児童生徒の中には、家族、友人、教員などに悩みを打ち明けられず、問題を抱え込ん

でしまう子どもがいることから、安心して悩みを打ち明けることができるよう、心のオ

アシス相談員やスクールカウンセラー等の配置等により、ふれあい教育相談センターを

はじめとする関係機関と連携して教育相談ができる相談体制を整えます。（学校教育課）

②教育的支援を必要とする子どもへの細やかな支援
特別支援教育支援員の配置等により教育的支援を必要とする子どもに対して、子ども

の状況に応じた支援を発達支援センターをはじめとする関係機関と連携して行い、自立

する力や社会参加する力を育みます。また、大学生等をスクーリング・ケアサポーター

として配置し、不登校傾向にある児童との交流や学習支援等を通して自立を支援します。

（学校教育課）
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【目標値】

③児童からのＳＯＳに対応する支援体制の強化
学校にスクールソーシャルワーカーを配置し、ＳＯＳを出した子どもを取り巻く環境

の調整・改善を図るとともに、福祉的な支援方法を取り入れ、学校と協働し、家庭環境

の調整を図ります。また、家庭児童相談室をはじめとする市内外の各種機関と連携し支

援体制を強化します。（学校教育課）

④関係機関とのケース会議を通じた児童生徒の支援体制の強化
不登校やいじめ等問題行動及びハイリスク児童生徒の早期発見と適切な対応を進める

ため、ふれあい教育相談センター、発達支援センター、家庭児童相談室をはじめとする

市内外の各種関係機関とのケース会議を通じて、連携を強化し支援体制を確立します。（学

校教育課）

⑤いじめの組織的対応の充実と関係機関連携
日々の教育活動を通して豊かな関係性を育む仲間づくりを進めるとともに、いじめの

早期発見、早期対応ができる学校組織や関係機関との連携体制を構築します。（小学校・

中学校）

⑥いじめ問題専門委員会の開催
弁護士等の専門家で構成される委員による、いじめ防止等のための対策に関する調査

研究や重大事態に関する調査を行います。（学校教育課）

⑦子どもの自尊感情を高め、命を大切にする教育の推進
道徳や学級活動、その他の教育活動を通して、命の大切さを学ぶ機会を増やすとともに、

自分のことが大切に思える自尊感情の育成をめざします。（小学校・中学校）

⑧困難・ストレスの対処方法を身につけるための教育の推進
体験活動や地域での世代間交流を活用して、社会において直面する可能性のある様々

な困難・ストレスへの対処方法や他者に相談をする力を身につけるための教育を推進し

ます。（小学校・中学校）
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【目標値】

２   重点施策
「重点施策」は、野洲市における自殺のハイリスク層である若年層と高齢者と、生活困窮問

題に焦点を絞り、取組をまとめています。それぞれの対象に関わる様々な施策を結集させる

ことで、一体的かつ包括的な施策群となっています。さらに、野洲市では、特にいきいきと

自分らしく、健やかな生活をめざした取組を「市民への心の健康づくり」として位置づけ、

市民が主体的に実践する健康づくりを基盤とした野洲市ほほえみやす 21 健康プラン（第２次）

と連動しながら積極的に展開していきます。

１) 高齢者への支援の強化
高齢者の自殺を防止するには、高齢者本人のみならず、家族や介護従事者等の支援者に対

する支援も重要です。高齢者に対する支援先情報の周知や、自殺リスクの高い高齢者を早期

に発見し支援へとつなぐことが重要です。

また、高齢者とその家族が、地域とつながる機会を持てるような地域づくりを進めることで、

社会的孤立を防ぐことも重要です。

（１）高齢者とその家族や支援者への相談・支援機関の周知
高齢者とその家族や支援者に対して、高齢者向けの様々な相談・支援機関に関する情

報の周知を図ります。

①独居等の高齢者宅の訪問時の啓発リーフレットの配布
独居等で支援が必要な世帯の把握と適時必要な相談や支援につなぐため、訪問時に高

齢者とその家族に対して、相談先情報等の掲載された啓発リーフレットを配布し、高齢

者向けの様々な相談・支援機関に関する情報周知を図ります。（地域包括支援センター）

②野洲市老人クラブ連合会へ啓発リーフレットの配布
野洲市老人クラブ連合会に相談先情報等の掲載された啓発リーフレットを配布し、高

齢者向けの様々な相談・支援機関に関する情報周知を図ります。（高齢福祉課）

③適切な介護サービス利用の啓発
高齢者の身体等の状態変化に合わせて適切な時期・内容の支援や介護サービスが

利用できるように介護保険制度の周知を図ります。（高齢福祉課、地域包括支援セン

ター）	
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（２）支援者の「気づき」の力を高める	
高齢者の日常生活を支える人が、日々の関わりの中で早期に自殺のリスクに気づき、

必要な支援へつなぐことができるよう、支援者を対象としたゲートキーパー研修を実施

し、支援者の気づきの力を高めます。

①高齢者の支援者を対象としたゲートキーパー研修の開催
自殺リスクを抱えた高齢者がいた場合に適切な対応ができるよう介護支援専門員や介

護サービス事業所を対象としたゲートキーパー研修を開催します。（健康推進課）

②介護支援専門員への理解の促進とゲートキーパー研修の受講の推奨
介護支援専門員の定例会で、地域の高齢者の自殺の実態や、高齢者が抱え込みがちな

自殺のリスク等の研修会を実施することで、介護支援専門員の自殺予防の理解の促進を

図ります。また、自殺リスクを抱えた要介護者がいた場合に適切な機関につなぐ等の対

応がとれるよう、ゲートキーパー研修の受講を推奨します。（地域包括支援センター）

③介護サービスを提供する事業所の職員へのゲートキーパー研修の受講の推奨
介護サービス事業所で働く保健医療福祉職の専門職が、自殺リスクの高い高齢者の早

期発見と対応が図れるようにゲートキーパー研修の受講を推奨します。（地域包括支援セ

ンター）

④介護相談員へのゲートキーパー研修の受講の推奨
介護相談員が自殺のリスクの高い高齢者の早期発見と対応が図れるようにゲートキー

パー研修の受講を推奨します。（地域包括支援センター）

⑤在宅医療・介護連携推進事業を通じての包括的な支援
在宅医療と介護の連携推進事業の中で、高齢者の自殺の実態や自殺リスクに関する情

報提供を行い、自殺リスクを抱えた高齢者の早期発見と対応を推進します。（地域包括支

援センター）

（３）高齢者が生きがいと役割を実感できる地域づくりの推進
高齢者が身近な場所で集える場の提供等を通じて、地域とつながることにより、高齢

者が生き生きと暮らせる地域づくりを進めます。

①高齢者の居場所づくりとして小地域ふれあいサロン開催の推進
小地域ふれあいサロンの活動支援事業において、高齢者の社会的孤立を防止し、生き

がいづくりにつながるような「人との関係をつなぐ」場づくりを推進します。（高齢福祉課）
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②地域ぐるみのいきいき 100 歳体操の推進
高齢者の閉じこもり予防・介護予防を目的に、身近な地域でいきいき 100 歳体操を地

域主体で実施できるように、技術支援や評価を行います。（地域包括支援センター）

③高齢者の生活支援体制の整備（再掲）
地域のＮＰＯ法人やボランティア等の多様なサービス提供主体と連携し、日常生活上

の支援体制の充実・強化を通して、高齢者の社会参加を推進します。（地域包括支援セン

ター）

④高齢者の生きがいサークルによる他者との交流や生きがいづくりへの支援
運動、趣味、ボランティア等の各種活動の参加を通じて、高齢者が地域とつながりを

持ち、健康で生き生きと暮らせるよう、生きがいサークルを実施している老人クラブ連

合会への支援を行います。（高齢福祉課）

（４）介護者への支援の推進
高齢者を支える家族等の介護者への支援を行います。

①介護・高齢者福祉総合相談の充実
高齢者やその家族等からの各種相談に対して、専門職種が幅広く総合的に応じ、必要

な支援を行うことで、介護する家族の負担軽減を図ります。（高齢福祉課、地域包括支援

センター、障がい者自立支援課）

②適切な介護サービス等の利用支援
高齢者の身体等の状態変化に合わせて適切な時期・内容の支援や介護サービスが利用

できるように介護保険制度の利用案内、相談体制を整え、介護する側の負担軽減を図り

ます。（高齢福祉課、地域包括支援センター）

③認知症の人の家族に対する支援の提供
認知症の人の家族や介護者家族の会、専門職が集い、認知症の人や家族の心理的支援、

情報提供などを行う場（認知症カフェ）を設け、課題の解決や悩みの解消を図ります。（地

域包括支援センター）

④介護を行う家族等の交流機会の推進（再掲）
介護者の身体的・精神的・経済的負担の軽減を図るため、家族介護に携わっている方

の連絡会や交流事業などを行います。（地域包括支援センター）
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【目標値】

⑤認知症初期集中支援事業の推進
認知症が疑われる人やその家族を訪問し、医療受診に至るまでの支援、介護サービス

の利用勧奨等を行い、家族の負担の軽減を図ります。（地域包括支援センター）

⑥認知症サポーターや認知症キャラバン・メイトによる支援の強化
認知症サポーター養成講座の実施、認知症キャラバン・メイトの支援や連絡会議の開

催により、認知症の早期発見と家族の負担の軽減を図ります。（地域包括支援センター）
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【目標値】

２) 若年層への支援の強化
ここでいう「若年層」とは、15 歳からおおよそ 39 歳までが対象です。

若年層の自殺を防ぐには、まずは若年層が自殺に追い込まれないように、抱えた悩みや問

題が深刻化する手前の段階で必要な支援につながることが必要です。若年層が悩みを持った

ときに相談できるように相談窓口の周知が重要です。また、妊娠期から支援機関が連携をし

ながら、切れ目のない支援を継続していくことが重要です。

（１）若者層が相談しやすい相談窓口の周知
若年層が様々な困難に直面した際に、ひとりで抱え込むことなく、関係者に相談でき

るよう、相談窓口の周知を強化します。

①啓発リーフレットの配布や配架
ＰＴＡや保護者会、青少年育成団体、各種専門家（スクールソーシャルワーカー、スクー

ルカウンセラー等）など子ども・若年層・その保護者と接する機会のある地域の関係者に、

啓発リーフレットを配布し相談窓口の周知を行います。（健康推進課、学校教育課、生涯

学習スポーツ課、こども課）

（２）子育てをされている方に対する支援
妊娠期から子どもの保護者の相談・各種支援の強化を進めます。

①妊娠期からの関係機関と連携した支援の推進
要保護児童対策地域協議会では、特定妊婦、育児不安、虐待、親の精神疾患等や生活

困窮など支援が必要な家庭の把握を進め自殺のリスクを含めて支援者間で協議、整理の

うえ、自殺のリスクのある方の個別支援を進めていきます。（家庭児童相談室）

②産後ケア事業の推進
出産後に育児に不安がある産婦・乳児が産科医療機関に宿泊や通所することにより、

産婦の休養や育児力の向上を図り、育児不安の軽減や産後うつの発症を防ぐための産後

ケア事業を推進します。（健康推進課）

③子育て中の保護者の孤立の防止や、負担軽減に向けた支援
子育て支援センターにおいて、親子同士が交流できる機会を提供するとともに、子育

てに関する相談や情報提供、子育てに関する講習会等の様々な事業を実施することで孤

立を防ぎ、保護者の負担軽減を図ります。（子育て支援センター）

市内幼稚園、保育園及びこども園において、園庭開放による親子交流の推進や子育て

相談、保護者研修会等を実施し、子育てに悩む保護者の負担軽減を図ります。（幼稚園、

保育園）
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④児童虐待に対しての支援
適切な養育を受けることができずに、健やかな成長・発達の保障が妨げられる児童虐

待の早期発見と早期対応を行います。（家庭児童相談室）

⑤育児困難な保護者に対しての養育支援
育児や生活の相談の中で必要に応じて利用できるサービスを提供します。例えば、保

護者の病気等で一時的に子どもの養育が困難な場合に宿泊を伴った一時預かりを行いま

す。また、産後うつや育児ストレスで安定した養育が行えない等、特に支援が必要と認

められる家庭に対してヘルパー派遣を実施することで、保護者の負担軽減を図ります。（家

庭児童相談室、健康推進課）

⑥障がいのある児童の保護者への支援
障がいや特性のある子どもの保護者からの相談に応じ、子どもの特性理解を図る支援

をすることで、保護者の精神的負担の軽減を図り、必要な場合には他の専門機関と連携

しながら支援を行います。（発達支援センター、健康推進課、障がい者自立支援課）

⑦ひとり親家庭等の支援
ひとり親家庭等の生活全般に関わる相談に応じ、自立に必要な情報提供、指導及び助

言を行い、自立の支援とアフターケアを行います。（子育て家庭支援課）

⑧母子 ･ 父子自立支援プログラム策定事業
ひとり親家庭の生活状況や課題等を把握し、ニーズに応じた子育て・生活支援や就労

支援等の支援メニューを組み合わせたプログラムを策定して、支援を行います。（子育て

家庭支援課）

⑨児童生徒の養育並びに就学に対する援助の推進
医療費の助成、経済的な理由から就学が困難な児童生徒に対する給食費や学用品費の

援助、ひとり親家庭等の児童生徒の養育に係る各種手当の支給などの支援を通じて児童

生徒の養育並びに就学に対する援助を推進します。（保険年金課、学校教育課、子育て家

庭支援課）
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【目標値】

51

（３）様々な生きづらさを抱えた方への支援
様々な生きづらさを抱えた方に対して、その人らしく生きることができるための支援

を行います。

①発達障がいに関する相談支援
発達障がいで支援を必要とする、本人、保護者、支援者等からの相談において、抱え

る問題を整理し、適切な支援機関へつなぎます。（発達支援センター）

②就労困難な方に対しての就労支援
何かの要因により就職困難な方に就労相談を実施するとともに、就労面接会・就労セ

ミナーにも同行し、就労へつなげます。（「やすワーク」の利用等）（市民生活相談課、商

工観光課）

③ひきこもり状態にある方への支援の充実
ひきこもり状態にある人やその家族に対して、身近な地域にあるひきこもりに対する

支援機関について周知を行い、多様な相談に関係機関と連携しながら、きめ細やかに対

応を行い、社会参加への可能性を拡げます。（市民生活相談課、健康推進課）

④高校中退者等のひきこもりのリスクのある方への支援
高校の中退者等で、進学や就職をしなかった若年層は、社会とのつながりが希薄になり、

ひきこもりのリスクを高めることから、適切な支援機関へつなぎます。（市民生活相談課、

健康推進課）
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３) 生活困窮者への支援の拡充
生活困窮者による自殺を防ぐには、生活扶助等の経済的な支援に加えて、就労支援や

心身面の疾患に対する治療等、様々な分野の支援者が協働し取組を進め、生活困窮者を

包括的に支援していく必要があります。

（１）生活困窮者に対する「生きることの包括的な支援」の強化	
生活困窮者自立支援制度に基づく各種の取組と自殺対策との連携を強化することによ

り、生活苦等から自殺のリスクが高い市民に「生きることの包括的な支援」を提供します。

①自立相談支援事業の推進（再掲）
経済的困窮、地域社会からの孤立その他の生活上の諸課題を抱える市民に対して、市

役所の総合力で相談者の発見から生活再建支援を行います。また、生活困窮状態からの

脱却・自立をめざす地域の仕組みづくりを強化します。（市民生活相談課）

②生活困窮者の状況に応じた包括的及び継続的な支援の推進
自立相談や家計相談、就労支援、子どもに対する学習支援等の各種自立支援事業に加

えて、当事者の状態に応じた包括的及び継続的な支援を推進します。（市民生活相談課）

③多重債務を抱えている方への支援（再掲）
多重債務や失業等の経済的問題や、地域社会からの孤立に対して、解決及び生活再建

を図るため、専門家と連携して相談支援を行います。（市民生活相談課）

④家計相談事業の実施
家計収支等に関する課題の評価・分析を行い、相談者の状況に応じた支援計画を作成し、

相談者が自ら家計を管理できるように支え、早期の生活再建を支援します。（市民生活相

談課）

⑤住宅確保給付事業の実施
離職者で住宅を失った、または失うおそれのある人を対象に、住宅の確保（住宅喪失

の予防）と再就職の支援を実施し、生活の基盤を整えます。（市民生活相談課）

⑥学習支援の推進（やすクール：YaSchool）
生活困窮世帯の子どもに対し、貧困連鎖を断ち切ること、貧困に陥ることを防ぐために、

学習習慣を身につけることや、将来の進路等について考えるための機会を提供（やすクー

ル）します。また、やすクールの卒業生に対して、高校中退防止策として、進路や就職、

家庭問題等の相談を受けるなど、居場所事業を実施します。（市民生活相談課）
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⑦ひとり親家庭等の支援（再掲）
ひとり親家庭等の生活全般に関わる相談に応じ、自立に必要な情報提供、指導及び助

言を行い、自立の支援とアフターケアを行います。（子育て家庭支援課）

⑧児童生徒の養育並びに就学に対する援助の推進（再掲）
医療費の助成、経済的な理由から就学が困難な児童生徒に対する給食費や学用品費の

援助、ひとり親家庭等の児童生徒の養育に係る各種手当の支給などの支援を通じて児童

生徒の養育並びに就学に対する援助を推進します。（保険年金課、学校教育課、子育て家

庭支援課）

⑨就労困難な方に対しての就労支援 ( 再掲 )
何かの要因により就職困難な方に就労相談を実施するとともに、就労面接会・就労セ

ミナーにも同行し、就労へつなげます。（「やすワーク」の利用等）（市民生活相談課、商

工観光課）

（２）支援につながっていない人を早期に支援につなぐための取組の推進
生活苦に陥っている人で支援につながっていない方に対して、行政側から適切な働き

かけを行い、支援へとつなぐ体制を強化します。

①多機関の協働による包括的支援体制の強化（再掲）
市民が安心して様々な悩みや困り事を相談できるよう、ワンストップで対応し、市民

の相談を「丸ごと」受け止める場や機能をバックアップするため、世帯全体の複合化・

複雑化した課題を包括的に受け止める総合的な相談支援体制を強化します。（市民生活相

談課）

②市職員向けゲートキーパー研修の開催（再掲）
経済的問題からの自殺を予防するために、税金や上下水道料金や国民年金保険料など

の滞納者を早期に発見し、支援が開始できるよう新規採用職員や職員接遇研修等の市職

員を対象とした各種研修の機会を活用し、自殺予防に関する研修を行います。（人事課、

健康推進課）

③関係団体向けゲートキーパー研修の開催（再掲）
民生委員・児童委員、介護保険関係者（介護支援専門員、介護サービス事業所職員）、

地域活動支援センターの団体等を対象にゲートキーパー研修を開催します。（健康推進課）
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【目標値】

④税金や各種保険料等の徴収に関する相談体制の強化
徴収に関する相談を実施する中で、背後にある様々な問題に気づき、関係機関に適切

につなぐ等の対応を行います。（税務課、納税推進課、保険年金課、高齢福祉課、その他

関係課）

⑤法律相談による支援の提供（再掲）
弁護士及び司法書士による法律相談を身近な地域で開催し、早期の問題解決をめざし

ます。（市民生活相談課）

⑥市営住宅の入居応募時の相談体制の強化
入居応募に関する相談を実施する中で、背後にある様々な問題に気づき、関係機関に

適切につなぐ等の対応を行います。（住宅課）
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【目標値】

４）市民への心の健康づくり
生き生きと自分らしく生きるために、心の健康は重要です。心の健康は個人の資質や

能力の他に、身体状況、社会経済状況、住居や職場の環境、対人関係など、多くの要因

が影響し、特に身体の状態と心は相互に強く関係しています。身体と心の健康の双方に

対応し、市民が主体的に実践する健康づくりを基盤とした野洲市ほほえみやす 21 健康

プラン（第２次）と連携し、心の健康づくりをさらに推進します。

(1) 野洲市ほほえみやす21健康プラン（第２次）と連携した心の健康づくり
野洲市ほほえみやす 21 健康プラン（第２次）の心の健康づくりと連携し、心の健康

を保つ生活や心の病気の理解を図り、地域ぐるみの取組を進めます。

①心の健康づくりについての啓発
心の健康づくりの正しい知識やストレスとその対処方法、心の病気や心の持ち方、人

との付き合い方等について、広報等で啓発を行います。（健康推進課）

②心の健康づくりや自殺予防をテーマにした健康教室の開催（再掲）
心の健康づくりや自殺予防についての講演会の開催や各学区のコミュニティセンター

で開催している健康サロンにおいて自殺予防をテーマにした講話を行い、正しい理解の

促進と啓発を図ります。（健康推進課）

③健康を考える会での心の健康づくり活動の推進
身近な地域での健康づくりを推進するために、地域の実情に応じた具体的な健康づく

りをめざして「健康を考える会」を市内７ブロックで開催し、心の健康づくりの取組を

進めます。（健康推進課）

④心とからだの健康相談や、継続的な個別支援
面談や電話、訪問等で悩みやストレスの健康相談を行い、必要に応じて関係機関と連

携をしながら継続的に個別支援を行います。（健康推進課）

⑤「人との関係をつなぐ」場づくりの支援
人との関係をつなぐ場として、育児サロンや精神障がい者家族会（たんぽぽの会）や

野洲断酒会や各ボランティアグループ等の自主的な活動を支援します。（健康推進課、高

齢福祉課）

⑥ストレス解消や仲間づくりなど心の健康をめざした取組
生涯学習やスポーツ・運動や各イベント等を行う中で、ストレス解消や仲間づくりな

ど心の健康づくりをめざした取組を行います。（生涯学習スポーツ課・スポーツ施設管理

室・商工観光課）
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【目標値】
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【目標値】 ３    生きる支援の関連施策
「生きる支援の関連施策」は、野洲市において既に行われている様々な事業を「生きること

の包括的な支援」としての視点から捉え直し、「基本施策」や「重点施策」で掲げられた事業

と連携させて推進していけるようまとめたものです。

（なお、野洲市市民生活総合支援推進委員会（自殺防止対策連絡部会）の中で自殺対策に関

係が深いと考えられる関係課の事業を掲載しています。また、関係機関や関係団体の取組も

掲載しています。）
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第５章

自殺対策の推進体制

野洲市の「いのち支える野洲市自殺対策計画」に基づく各施策は、関係機関とネットワー

クを構築しながら、目標達成に向け、次の体制により自殺対策を推進します。	

野洲市市民生活総合支援推進委員会（自殺防止対策連絡部会）により、自殺対策の施策に

ついての分析・評価を行い、施策展開に反映させ、目標達成に向けた事業の推進を図ります。
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＜参考＞ 資料編

○自殺対策基本法（平成十八年法律第八十五号）

目次

　第一章 総則（第一条―第十一条）

　第二章 自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画等（第十二条―第十四条）

　第三章 基本的施策（第十五条―第二十二条）

　第四章 自殺総合対策会議等（第二十三条―第二十五条）

　附則

第一章　総則

　（目的）

第一条　この法律は、近年、我が国において自殺による死亡者数が高い水準で推移してい

る状況にあり、誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指して、これに対処

していくことが重要な課題となっていることに鑑み、自殺対策に関し、基本理念を定め、

及び国、地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、自殺対策の基本となる事項を

定めること等により、自殺対策を総合的に推進して、自殺の防止を図り、あわせて自殺

者の親族等の支援の充実を図り、もって国民が健康で生きがいを持って暮らすことので

きる社会の実現に寄与することを目的とする。

　（基本理念）

第二条　自殺対策は、生きることの包括的な支援として、全ての人がかけがえのない個人

として尊重されるとともに、生きる力を基礎として生きがいや希望を持って暮らすこと

ができるよう、その妨げとなる諸要因の解消に資するための支援とそれを支えかつ促進

するための環境の整備充実が幅広くかつ適切に図られることを旨として、実施されなけ

ればならない。

２　自殺対策は、自殺が個人的な問題としてのみ捉えられるべきものではなく、その背景

に様々な社会的な要因があることを踏まえ、社会的な取組として実施されなければなら

ない。

３　自殺対策は、自殺が多様かつ複合的な原因及び背景を有するものであることを踏まえ、

単に精神保健的観点からのみならず、自殺の実態に即して実施されるようにしなければ

ならない。

４　自殺対策は、自殺の事前予防、自殺発生の危機への対応及び自殺が発生した後又は自

殺が未遂に終わった後の事後対応の各段階に応じた効果的な施策として実施されなけれ

ばならない。

５　自殺対策は、保健、医療、福祉、教育、労働その他の関連施策との有機的な連携が図られ、

総合的に実施されなければならない。
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　（国及び地方公共団体の責務）

第三条　国は、前条の基本理念（次項において「基本理念」という。）にのっとり、自殺対

策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。

２ 地方公共団体は、基本理念にのっとり、自殺対策について、国と協力しつつ、当該地域

の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。

３ 国は、地方公共団体に対し、前項の責務が十分に果たされるように必要な助言その他の

援助を行うものとする。

　（事業主の責務）

第四条　事業主は、国及び地方公共団体が実施する自殺対策に協力するとともに、その雇

用する労働者の心の健康の保持を図るため必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

　（国民の責務）

第五条　国民は、生きることの包括的な支援としての自殺対策の重要性に関する理解と関

心を深めるよう努めるものとする。

　（国民の理解の増進）

第六条　国及び地方公共団体は、教育活動、広報活動等を通じて、自殺対策に関する国民

の理解を深めるよう必要な措置を講ずるものとする。

　（自殺予防週間及び自殺対策強化月間）

第七条　国民の間に広く自殺対策の重要性に関する理解と関心を深めるとともに、自殺対

策の総合的な推進に資するため、自殺予防週間及び自殺対策強化月間を設ける。

２　自殺予防週間は九月十日から九月十六日までとし、自殺対策強化月間は三月とする。

３　国及び地方公共団体は、自殺予防週間においては、啓発活動を広く展開するものとし、

それにふさわしい事業を実施するよう努めるものとする。

４　国及び地方公共団体は、自殺対策強化月間においては、自殺対策を集中的に展開する

ものとし、関係機関及び関係団体と相互に連携協力を図りながら、相談事業その他それ

にふさわしい事業を実施するよう努めるものとする。

　（関係者の連携協力）

第八条　国、地方公共団体、医療機関、事業主、学校（学校教育法（昭和二十二年法律第

二十六号）第一条に規定する学校をいい、幼稚園及び特別支援学校の幼稚部を除く。第

十七条第一項及び第三項において同じ。）、自殺対策に係る活動を行う民間の団体その他

の関係者は、自殺対策の総合的かつ効果的な推進のため、相互に連携を図りながら協力

するものとする。

　（名誉及び生活の平穏への配慮）

第九条　自殺対策の実施に当たっては、自殺者及び自殺未遂者並びにそれらの者の親族等

の名誉及び生活の平穏に十分配慮し、いやしくもこれらを不当に侵害することのないよ

うにしなければならない。

　（法制上の措置等）

第十条　政府は、この法律の目的を達成するため、必要な法制上又は財政上の措置その他

の措置を講じなければならない。

　（年次報告）

第十一条　政府は、毎年、国会に、我が国における自殺の概況及び講じた自殺対策に関す
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る報告書を提出しなければならない。

第二章　自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画等

　（自殺総合対策大綱）

第十二条　政府は、政府が推進すべき自殺対策の指針として、基本的かつ総合的な自殺対

策の大綱（次条及び第二十三条第二項第一号において「自殺総合対策大綱」という。）を

定めなければならない。

　（都道府県自殺対策計画等）

第十三条　都道府県は、自殺総合対策大綱及び地域の実情を勘案して、当該都道府県の区

域内における自殺対策についての計画（次項及び次条において「都道府県自殺対策計画」

という。）を定めるものとする。

２　市町村は、自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画並びに地域の実情を勘案して、

当該市町村の区域内における自殺対策についての計画（次条において「市町村自殺対策

計画」という。）を定めるものとする。

　（都道府県及び市町村に対する交付金の交付）

第十四条　国は、都道府県自殺対策計画又は市町村自殺対策計画に基づいて当該地域の状

況に応じた自殺対策のために必要な事業、その総合的かつ効果的な取組等を実施する都

道府県又は市町村に対し、当該事業等の実施に要する経費に充てるため、推進される自

殺対策の内容その他の事項を勘案して、厚生労働省令で定めるところにより、予算の範

囲内で、交付金を交付することができる。

第三章　基本的施策

　（調査研究等の推進及び体制の整備）

第十五条　国及び地方公共団体は、自殺対策の総合的かつ効果的な実施に資するため、自

殺の実態、自殺の防止、自殺者の親族等の支援の在り方、地域の状況に応じた自殺対策

の在り方、自殺対策の実施の状況等又は心の健康の保持増進についての調査研究及び検

証並びにその成果の活用を推進するとともに、自殺対策について、先進的な取組に関す

る情報その他の情報の収集、整理及び提供を行うものとする。

２　国及び地方公共団体は、前項の施策の効率的かつ円滑な実施に資するための体制の整

備を行うものとする。

　（人材の確保等）

第十六条　国及び地方公共団体は、大学、専修学校、関係団体等との連携協力を図りながら、

自殺対策に係る人材の確保、養成及び資質の向上に必要な施策を講ずるものとする。

　（心の健康の保持に係る教育及び啓発の推進等）

第十七条　国及び地方公共団体は、職域、学校、地域等における国民の心の健康の保持に

係る教育及び啓発の推進並びに相談体制の整備、事業主、学校の教職員等に対する国民

の心の健康の保持に関する研修の機会の確保等必要な施策を講ずるものとする。

２　国及び地方公共団体は、前項の施策で大学及び高等専門学校に係るものを講ずるに当

たっては、大学及び高等専門学校における教育の特性に配慮しなければならない。

３　学校は、当該学校に在籍する児童、生徒等の保護者、地域住民その他の関係者との連
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携を図りつつ、当該学校に在籍する児童、生徒等に対し、各人がかけがえのない個人と

して共に尊重し合いながら生きていくことについての意識の涵養等に資する教育又は啓

発、困難な事態、強い心理的負担を受けた場合等における対処の仕方を身に付ける等の

ための教育又は啓発その他当該学校に在籍する児童、生徒等の心の健康の保持に係る教

育又は啓発を行うよう努めるものとする。

　（医療提供体制の整備）

第十八条　国及び地方公共団体は、心の健康の保持に支障を生じていることにより自殺の

おそれがある者に対し必要な医療が早期かつ適切に提供されるよう、精神疾患を有する

者が精神保健に関して学識経験を有する医師（以下この条において「精神科医」という。）

の診療を受けやすい環境の整備、良質かつ適切な精神医療が提供される体制の整備、身

体の傷害又は疾病についての診療の初期の段階における当該診療を行う医師と精神科医

との適切な連携の確保、救急医療を行う医師と精神科医との適切な連携の確保、精神科

医とその地域において自殺対策に係る活動を行うその他の心理、保健福祉等に関する専

門家、民間の団体等の関係者との円滑な連携の確保等必要な施策を講ずるものとする。

　（自殺発生回避のための体制の整備等）

第十九条　国及び地方公共団体は、自殺をする危険性が高い者を早期に発見し、相談その

他の自殺の発生を回避するための適切な対処を行う体制の整備及び充実に必要な施策を

講ずるものとする。

　（自殺未遂者等の支援）

第二十条　国及び地方公共団体は、自殺未遂者が再び自殺を図ることのないよう、自殺未

遂者等への適切な支援を行うために必要な施策を講ずるものとする。

　（自殺者の親族等の支援）

第二十一条　国及び地方公共団体は、自殺又は自殺未遂が自殺者又は自殺未遂者の親族等

に及ぼす深刻な心理的影響が緩和されるよう、当該親族等への適切な支援を行うために

必要な施策を講ずるものとする。

　（民間団体の活動の支援）

第二十二条　国及び地方公共団体は、民間の団体が行う自殺の防止、自殺者の親族等の支

援等に関する活動を支援するため、助言、財政上の措置その他の必要な施策を講ずるも

のとする。

第四章　自殺総合対策会議等

　（設置及び所掌事務）

第二十三条　厚生労働省に、特別の機関として、自殺総合対策会議（以下「会議」という。）

を置く。

２　会議は、次に掲げる事務をつかさどる。

一　自殺総合対策大綱の案を作成すること。

二　自殺対策について必要な関係行政機関相互の調整をすること。

三　前二号に掲げるもののほか、自殺対策に関する重要事項について審議し、及び自殺

対策の実施を推進すること。
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　（会議の組織等）

第二十四条　会議は、会長及び委員をもって組織する。

２　会長は、厚生労働大臣をもって充てる。

３　委員は、厚生労働大臣以外の国務大臣のうちから、厚生労働大臣の申出により、内閣

総理大臣が指定する者をもって充てる。

４　会議に、幹事を置く。

５　幹事は、関係行政機関の職員のうちから、厚生労働大臣が任命する。

６　幹事は、会議の所掌事務について、会長及び委員を助ける。

７　前各項に定めるもののほか、会議の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定める。

　（必要な組織の整備）

第二十五条　前二条に定めるもののほか、政府は、自殺対策を推進するにつき、必要な組

織の整備を図るものとする。

　附　則（平成二八年三月三〇日法律第一一号）　抄

　（施行期日）

１　この法律は、平成二十八年四月一日から施行する。
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【用語解説】
あ行

アウトリーチ
　手を差しのべること。援助が必要であるにも関わらず、自発的に申し出をしない人々に対

して公共機関等が積極的に働きかけて支援の実現をめざすこと。

アルコール相談
　アルコール関連問題に関する相談。アルコールに関係した問題の全てはアルコール関連問

題と呼ばれている。多量飲酒・有害な使用・アルコール乱用・アルコール依存症が含まれる。

いきいき百歳体操
　高知県で開発された体操で、年齢を重ねても筋力維持、向上させ、いつまでも元気で過ご

すための、体力づくりを目的とした体操。手首と足首に、０～ 1.2㎏のおもりをつけ、椅子

に座ってＤＶＤを見ながらゆっくりと体を動かす体操のこと。

か行

介護支援専門員（ケアマネジャー）
　要介護者等からの相談に応じ、その心身の状況に応じて介護サービス計画を作成するとと

もに、市町村や事業所と連絡調整を行う人のこと。

介護相談員
　介護サービス事業所等へ訪問し、利用者の疑問や不満、不安の解消を図るとともに、事業

所における介護サービスの質的な向上を図る。

救急告示病院
　消防法に基づき、知事が告示し指定する病院。湖南圏域内の救急告示病院は、済生会滋賀

県病院、草津総合病院、野洲病院、滋賀県立総合病院、済生会守山市民病院、近江草津徳洲

会病院の６病院がある。

ゲートキーパー
　悩んでいる人に気づき、声をかけ、話を聞いて、必要な支援につなげ、見守る人のこと。

ゲートキーパー研修
ゲートキーパーのスキルを身につけるための研修のこと。

健康推進員
　地域の健康づくりを推進するためのリーダーとして活躍するボランティア。市が実施する

養成講座の修了者を市長が委嘱する。

さ行

産後うつ
　出産後の抑うつ状態。「憂うつである」、「気分が落ち込んでいる」等の症状を「抑うつ気分」

といい、抑うつ気分が強い状態を「抑うつ状態」という。

産後ケア事業
　出産施設を退院した母子に対して心身のケアや育児のサポート等きめ細かい支援を行い、

産後も安心して子育てができるよう支援する。宿泊型、デイサービス型、アウトリーチ型（利
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用者の自宅で実施）がある。

児童手当
　児童を養育している者に児童手当を支給することにより、家庭等における生活の安定に寄

与するとともに、次代の社会を担う児童の健やかな成長を資すること目的として、中学校修

了（15 歳になった後最初の３月 31 日）前の児童を養育している方に支給される。

児童扶養手当
　父母の離婚などにより、父又は母と生計を同じくしていない子どもが育成される家庭の生

活の安定と自立の促進に寄与し、子どもの福祉の増進を図ることを目的として、支給される

手当のこと。

小地域ふれあいサロン
　高齢者の生きがいづくり及び閉じこもり予防並びに地域の支え合い活動の推進を目的とし

て、各地域で実施しているサロンのこと。

スクールカウンセラー
　不登校を始めとする児童生徒の問題行動の未然防止、早期発見・早期対応等のために、児

童生徒の悩みを受け止めて相談にあたり、教員や関係機関と連携して必要な支援をするため

の心の専門家のこと。

スクールソーシャルワーカー
　社会福祉の専門的な知識、技術を活用し、問題を抱えた児童生徒を取り巻く環境に働きかけ、

家庭、学校、地域の関係機関をつなぎ、児童生徒の悩みや抱えている問題の解決に向けて支

援する専門家のこと。

ストレスチェック
　ストレスに関する質問票に記入し、それを集計・分析することで自分のストレスがどのよ

うな状態にあるか調べる簡単な検査のこと。

た行

特定妊婦
　出産後の養育について出産前から支援を行うことが特に必要と認められる妊婦。妊娠中に

家庭環境にリスクを抱えている妊婦で、複雑な家庭内事情を持っているなど、育児が困難と

予想される妊婦のこと。

な行

認知症キャラバン・メイト
　認知症サポーター養成講座の講師を養成するために県が主催する養成研修を修了した人の

こと。

認知症サポーター
　「認知症サポーター養成講座」を受けた人が ｢認知症サポーター｣ となる。認知症を正しく

理解してもらい、認知症の人や家族を暖かく見守る応援者となり、自分のできる範囲で活動

を行う。
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ま行

民生委員・児童委員
　厚生労働大臣から委嘱され、それぞれの地域において、市民の立場に立って相談に応じ、

必要な援助を行い、社会福祉の増進に努める人のこと。

メンタルヘルス
　精神面における健康のこと。　

わ行

ワーク・ライフ・バランスの推進
　国の「働き方改革実行計画」を踏まえ、時間外労働の削減や年次有給休暇の取得促進等、

働き方改革の取組を推進すること。

Ａ～Ｚ

ＰＤＣＡサイクル
　Ｐｌａｎ（計画）Ｄｏ（実行）Ｃｈｅｃｋ（評価）Ａｃｔｉｏｎ（改善）という流れを繰り返し、

改善しながら継続的に活動しながら、根拠に基づいた活動を展開するための手法のこと。
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